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はじめに

下関市では高齢化の進行に伴い，高齢者の救急搬送
人員が増加傾向にあり 1)，その救急搬送の中には，自
宅での看取りを希望していたにもかかわらず，心停止
など急変時に救急搬送される事例も少なくない。この
ようなケースを減らすためにも，国は advance care 
planning（以下，ACP）の地域導入を推進しているが 2)，

現状では十分に浸透しているとはいい難い。
さらに，COVID-19 流行期（とくに第 7波・第 8波）

には，患者の蘇生処置に関する意思表示として do not 
attempt resuscitation（以下，DNAR）の情報が明確
でない場合，医療機関側が受け入れを躊躇することに
より，搬送先が見つからない「搬送困難事案」も発生
した。

目　　的

本研究では，高齢者福祉施設における看取り実施の
有無，ACPの認知度および取り組み状況，DNARへ
の対応方法についてアンケート調査を行い，ACP取り
組みの現状と課題を明らかにすることを目的とした。

対象と方法

下関市福祉部が把握している市内の高齢者福祉施設
195 施設を対象に，福祉部長寿支援課および介護保険
課を通じてアンケート調査を依頼した。調査はGoogle
フォームを用いて実施し，回答内容は単純集計した。
割合は施設数を母数として算出した。
アンケート調査の実施に際しては，参加者に対して
以下の倫理的配慮を講じた。まず，アンケート開始前
に本研究の目的，回答は任意であること，回答をいつ
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でも中止できること，および回答結果は統計的に処理
され個人が特定されることはない旨を明確に提示し，
自由意思に基づき研究参加への同意を得た。
次に，回答者のプライバシー保護のため，本アン

ケートは匿名で実施し，個人が特定できる情報は一切
収集しなかった。収集したデータは報告者により厳重
に管理し，本研究の目的以外には使用せず，研究完了
後 5年間保管したのち，適切に廃棄することとした。

結　　果

1.	 施設形態

回答が得られた 48 施設（回答率 24.6％）の内訳は，
回答数が多い順に，有料老人ホーム16施設，特別養護
老人ホーム11施設，グループホーム 6施設，軽費老人
ホーム 4施設，介護老人保健施設 4施設，サービス付
き高齢者向け住宅 4施設，養護老人ホーム 2施設，介
護医療院 1施設であった（表 1）。

2.	 看取りの実施状況

1 〜 4人が 6施設（30％）と最多であり，以下 10〜
14人が 4施設（20％），5〜 9人が 3施設（15％），15〜
19 人が 1施設（5％）と続いた（表 2-1）。
看取りを実施していない 28 施設（58％）において，

看取りができない理由としてもっとも多かったのは「看
取り対象者がいない」7施設（25％）であり，次いで
「診療時間外は対応できない」5施設（18％），「訪問
診療を行っていない」4施設（14％），「診療時間中は
訪問診療（看取り等）に対応できない」3施設（11％）
と続いた。「その他」9施設（32％）の主な意見は，
看護師等人員配置の不足，看取りと通常支援業務の両
立困難，身体機能低下時に特別養護老人ホームへ移行
してもらう運用などがあげられた（表 2-2）。

3.	 在宅看取りに対する課題

在宅看取りを実施するための課題としては，
•�看護人員の確保，看取りに関する知識の向上，職
員のメンタルヘルス研修の必要性
•�急変時の協力医療機関および医師との連携体制
•�嘱託医・家族・看護師間における看取りへの理解
促進
•�近隣に家族が居ない，または高齢者世帯が多いこ
とによる支援体制の脆弱さ
といった課題があげられた。

4.	 入所中におけるACPに対する認知度

「施設側・入所者側ともに理解している」と回答した
のは 5施設（10％）にとどまり，「施設側は理解して
いるが入所者側の理解が薄い」が 26 施設（54％）と
最多であった。「施設側・入所者側ともに理解が薄い」
も 17 施設（35％）存在した（表 3）。

表 1　高齢者福祉施設の施設形態

特別養護老人ホーム 11 （23％）
介護老人保健施設 　4 　（8％）
介護医療院 　1 　（2％）
グループホーム 　6 （13％）
有料老人ホーム 16 （33％）
軽費老人ホーム 　4 　（8％）
養護老人ホーム 　2 　（4％）
生活支援ハウス 　0 　（0％）
サービス付き高齢者向け住宅 　4 　（8％）

表 3　入所中におけるACPに対する認知度について

施設側・入所者側ともに理解している 5 （10％）
施設側は理解しているが入所者側の理解が薄い 26 （54％）
入所者側は理解しているが施設側の理解が薄い 0 （0％）
施設側・入所者側ともに理解が薄い 17 （35％）

表 2-2　看取りができない理由（N=28）

看取り対象者がいない 7 （25％）
訪問診療を行っていない 4 （14％）
診療時間中は訪問診療（看取り等）に
　対応できない

3 （11％）

診療時間外は対応できない 5 （18％）
その他（未記載含む） 9 （32％）
［その他の内訳］
•�元気な方への支援と看取りの両立は無理があると考えてい
る。身体機能低下が見られるようになれば，特養に移っても
らうようにしている。突然死はこの 18 年で 5例ある
•�看護職員が配置されていない
•�慢性期医療機関が隣接しており，DNAR施設生活の継続を確
認後対応していたが，最後は入院を希望された
•�看取りを行う施設ではなく，そのような職員配置もない
•�措置制度の改正は行われず，看取りに対応できる施設・人員
配置にない

表 2-1　看取りの実施状況（N=20）

0 人 4 （20％）
1〜 4人 6 （30％）
5〜 9人 3 （15％）
10 〜 14 人 4 （20％）
15 〜 19 人 1 （5％）
20 人以上 2 （10％）
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5.	 ACP の導入方法

ACPについて入所者や家族と話し合っていると回答
した施設は 32 施設（67％）であった（表 4-1）。その
うち，入所前，入所時あるいは入所後の 1回のみ確認
する施設が 20 施設（63％），入所後も定期的あるいは
複数回確認を行う施設が 12施設（38％）であった（表
4-2）。
対象者については，「入所者全員に確認している」施

設が 19施設（59％），「対象者を限定して確認している」
施設が 11 施設（34％），その他回答として，家族に確
認している施設が 2施設（6％）であった（表 4-3）。

6.	 延命処置を希望しない意思の対応方針の明文化

「明文化している」施設は 15 施設（31％），「明文化
はしていないが対応方法は決まっている」施設も 15
施設（31％）あり，約 6割の施設で対応方針が整備さ
れていた。一方，明文化も対応方法も定まっていない
施設は 16 施設（33％）であった。また，その他の対
応をしている施設は 2施設（4％）あった（表 5）。

7.	 DNAR意思が判明している入所者心肺停止時の対応

「蘇生を行わず，施設内で対応する（救急車を呼ば
ない）」と回答したのは 14 施設（29％）であった。「蘇
生しながら救急車を呼ぶ」13 施設（27％），「蘇生を
行わずに救急車を呼ぶ」9施設（19％）と，DNAR意
思があっても救急要請を行う施設が合計 46％に上っ
た。なお，その他の回答をした施設は 12 施設（25％）
あった（表 6-1）。
医師との連絡体制については，「24時間連絡可能」と
回答したのは 26 施設（54％），「平日日中のみ連絡可
能」は 21 施設（44％），「連絡が取れない」は 1施設
（2％）であった（表 6-2）。
施設形態別の医師との連絡体制の一覧を表 7に示
す。54％の施設で常時連絡が取れる体制が整備されて
いたが，有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住
宅では，3割前後の施設でしか常時連絡が取れる体制
が整備されていなかった。なお，有料老人ホームの 1
施設では医師との連絡体制が構築されていないことも
明らかとなった（表 7）。

表 4-1　ACPについて入所者や家族と話しているか（N=48）

ACPについて話している 32 （67％）
ACPについて話していない 16 （33％）

表 4-2　心肺蘇生を希望しない意思の確認時期および回数（N=32）

入所前，入所時あるいは入所後の 1回のみ 20 （63％）
入所後も定期的あるいは複数回の確認を行っている 12 （38％）

表 4-3　確認する対象者について（N=32）

入所者全員に確認している 19 （59％）
対象者を限定して確認している 11 （34％）
その他 2 （6％）
［その他の内訳］
•�家族が決めた者
•�入所者ではなく，その家族に説明している

表 5　延命処置を希望しない意思の対応方針の明文化（N=48）

明文化している 15 （31％）
明文化していないが対応方法は決まっている 15 （31％）
明文化しておらず，対応の仕方も定まっていない 16 （33％）
その他 2 （4％）
［その他内訳］
•�看取り時のためではなく，救急搬送時用に確認をしているため施設での対応
は明文化してない

•�施設での看取り体制はなく，医療機関入院時等に本人や家族，医師に伝達・
説明するための書面となっている



日臨救急医会誌（JJSEM）2025；28：863-70866

長岡　敏信，他

8.	 ACP に関する研修参加状況

ACPに関する研修に参加している施設は 15 施設
（31％）で，残りの 33 施設（69％）は研修に参加して
いなかった。

9.	 種々の要因による蘇生対応の相違

それぞれの要因と，心肺停止時の対応について，救
急車を要請せず施設内で対応しているかを中心に検討
を行った（表 8）。
看取りを実施している施設では，心肺停止時に 12
施設（60％）が蘇生を行わず施設内て対応し救急搬送
を行わなかった。一方，看取りを実施していない施設
で救急搬送を行わなかったのは 2施設（7％）にとど
まっていた。
施設形態別にみると，特別養護老人ホームの 5施設

（45％），介護老人保健施設の 2施設（50％），介護医

療院の 1施設（100％）は蘇生を行わず施設内で対応
し，救急搬送を行わなかった。一方，その他の施設形
態では半数以上が救急車を要請していた。
ACPに対する認知度と対応の関係では，「施設側・
入所者側ともに理解している」と回答した施設の 6割
が蘇生を行わず施設内て対応し救急搬送を行わなかっ
た。一方，「施設側は理解しているが入所者側の理解が
薄い」施設や，「施設側・入所者側ともに理解が薄い」
施設では，救急搬送が過半数を占めていた。
延命処置を希望しない意思の対応方針の明文化をし
ている施設では 8施設（53％）で蘇生を行わず施設内
て対応し救急搬送を行わなかったが，明文化はしてい
ないが対応方針は決まっている施設や明文化されてお
らず対応方針も定まっていない施設では，半数以上が
救急搬送されていた。
医師とは 24 時間常に連絡が取れる体制の施設では，

表 6-1　DNAR意思が判明している入所者心肺停止時の対応（N=48）

蘇生を行わず，施設で対応する（原則，救急車は呼ばない） 14 （29％）
蘇生を行わずに救急車を呼ぶ 9 （19％）
蘇生しながら救急車を呼ぶ 13 （27％）
その他 12 （25％）
［その他の内訳］
•�家族，本人の要望による
•�主治医に連絡（5施設）
•�今まで例がない（2施設）
•�状況による
•�未記載（3施設）

表 6-2　医師との連絡体制について（N=48）

24 時間常に連絡が取れる 26 （54％）
平日日中（診療時間中等）のみ連絡が取れる 21 （44％）
連絡が取れない 1 （2％）

表 7　高齢者福祉施設の施設形態ごとの医師との連絡体制の相違

24 時間常に
連絡が取れる
（N=26）

平日日中
（診療時間中等）のみ

連絡が取れる
（N=21）

連絡が
取れない
（N=1）

特別養護老人ホーム（N=11） 　7（64％） 　4（36％）
介護老人保健施設（N=4） 　3（75％） 　1（25％）
介護医療院（N=1） 　1（100％）
グループホーム（N=6） 　5（83％） 　1（17％）
有料老人ホーム（N=16） 　6（38％） 　9（56％） 1（6％）
軽費老人ホーム（N=4） 　2（50％） 　2（50％）
養護老人ホーム（N=2） 　1（50％） 　1（50％）
生活支援ハウス（N=0）
サービス付き高齢者向け住宅（N=4） 　1（25％） 　3（75％）

合計（N=48） 26（54％） 21（44％） 1（2％）
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14 施設（54％）で蘇生を行わず施設内で対応し救急
搬送を行わなかったが，平日日中のみ連絡が取れるあ
るいは連絡が取れない施設では，蘇生を行わず施設内
で対応し救急搬送を行わない体制は構築されておら
ず，救急搬送が行われていた。
ACPに関する研修に参加した施設のうち 9施設

（60％）で蘇生を行わず施設内で対応し救急搬送を行
わなかったが，研修に参加していない施設では 5施設
（16％）のみにとどまっていた。

10．ACPの普及状況および普及しない理由

ACPが進んでいると回答した施設は25施設（52％），

進んでいないと回答した施設は 23 施設（48％）であっ
た。
普及しない理由としては，
•�健康状態が良好な入所者に対してACPの話題を
持ち出しにくい
•�危機感がない状況では本人の意思決定や真意の確
認が困難
•�ACPの実施に関する法的義務や明確なガイドラ
インがない
といった課題があげられた。

表 8　種々の要因による蘇生対応の相違

蘇生を行わず
施設内で対応

（救急車を呼ばない）
（N=14）

蘇生を行わず
救急車を呼ぶ
（N=9）

蘇生しながら
救急車を呼ぶ
（N=13）

その他
（N=12）

看取りの実施状況
ａ．実施している（N=20） 12（60％） 2（10％） 1（5％） 　5（25％）
ｂ．実施していない（N=28） 2（7％） 7（25％） 12（43％） 　7（25％）

施設形態（表 1）
ａ．特別養護老人ホーム（N=11） 　5（45％） 1（9％）　 　4（36％） 1（9％）
ｂ．介護老人保健施設（N=4） 　2（50％） 　1（25％） 　1（25％）
ｃ．介護医療院（N=1） 　1（100％）
ｄ．グループホーム（N=6） 　2（33％） 　4（67％）
ｅ．有料老人ホーム（N=16） 　4（25％） 6（38％） 　2（13％） 　4（25％）
ｆ．軽費老人ホーム（N=4） 1（25％） 　1（25％） 　2（50％）
ｇ．養護老人ホーム（N=2） 　2（100％）
ｈ．生活支援ハウス（N=0）
ｉ．サービス付き高齢者向け住宅（N=4） 1（25％） 　3（75％）

ACPに対する認知度について（表 3）
ａ．施設側・入所者側ともに理解している（N=5） 　3（60％） 　2（40％）
ｂ．施設側は理解しているが入所者側の理解が薄い（N=26） 　7（27％） 4（15％） 　7（27％） 　8（31％）
ｃ．入所者側は理解しているが施設側の理解が薄い（N=0）
ｄ．施設側・入所者側ともに理解が薄い（N=17） 　4（24％） 5（29％） 　4（24％） 　4（24％）

延命処置を希望しない意思の対応方針の明文化（表 5）
明文化している（N=15） 　8（53％） 1（7％）　 　2（13％） 　4（27％）
明文化していないが対応方法は決まっている（N=15） 　5（33％） 4（27％） 　3（19％） 　3（19％）
明文化しておらず，対応の仕方も定まっていない（N=16） 1（6％） 4（25％） 　7（44％） 　4（25％）
その他（N=2） 　1（50％） 　1（50％）

医師との連絡体制について（表 6-2）
24 時間常に連絡が取れる（N=26） 14（54％） 　3（12％） 　9（35％）
平日日中（診療時間中等）のみ連絡が取れる（N=21） 9（43％） 　9（43％） 　3（14％）
連絡が取れない（N=1） 　1（100％）

ACPに関する研修参加状況
ACPに関する研修に参加している（N=15） 　9（60％） 　4（27％） 　2（13％）
ACPに関する研修に参加していない（N=33） 　5（15％） 9（27％） 　9（27％） 10（30％）
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11．COVID-19 流行期におけるDNARの取り扱い

COVID-19 流行期に入所者の入院を依頼した際に，
高齢者福祉施設の担当者が紹介先医療機関の入院調整
担当者からDNARについて確認を求められた施設は
13 施設（27％）であった。
困った事例としては，
•�受け入れ条件としてDNAR同意を求められた
•�家族ではなく施設側に同意を求められた
•�急な要請に家族が対応できなかった
といった意見が寄せられた。

12．COVID-19 流行期を経たACPへの意識変化

COVID-19 流行期後もACPへの取り組みに変化が
ないと回答した施設は 38 施設（79％）に上り，変化
があったとした施設は 10 施設（21％）であった。
意識変化の内容としては，
•�家族・本人との意向確認の重要性を再認識した
•�話し合いの場を増やすよう意識した
•�健康状態が安定している段階から意向を確認する
必要性を痛感した

•�会えない状況を通じて家族の心情を学んだ
などがあげられた。
COVID-19 流行期にDNARを求められた経験の有

無と，ACPへの意識変化との関連を分析したが，明
確な差異は認められなかった（表 9）。

13．ACPを話し合う際の工夫

ACPを話し合う際の工夫としては，
•�徐々に周知を進める
•�「不安をあおらない」伝え方を工夫する
•�入所時ではなく体調悪化時に説明を行う
•�独自にACP資料を作成し，説明に活用する
といった工夫が報告された。

考　　察

本研究のアンケート調査から，下関市内の高齢者福
祉施設における看取りおよびACPへの取り組みの進
展が確認された。しかし同時に，制度面と実務面の両
方で多くの課題が依然として存在することが明らかと
なった。
まず，看取りを実施している施設が 42％にとどまっ
たことは，他地域の調査結果とも一致している 3)。看取
りを実施していない理由としてもっとも多かったのは
「看取り対象者がいない」であったものの，次いで多
かった「診療時間外は対応できない」「訪問診療を行っ
ていない」といった意見は，医療体制の不備が看取り
を阻害する大きな要因であることを示唆している。こ
れは，施設が単独で看取りを完結させるのが困難であ
り，嘱託医や協力医療機関との連携体制が不可欠であ
ることを示唆している。とくに，医師と常時連絡が取
れる体制が整備されている施設が有料老人ホームや
サービス付き高齢者向け住宅で 30％前後しかないと
いう結果は，これらの施設において急変時の対応に課
題があることを示している。看取りを実施するために
は，診療時間外でも対応可能な，かかりつけ医・嘱託
医のシステム整備を推進することが重要である 4)。
ACPに対する認知度については，施設側は理解し
ているものの，入所者やその家族の理解が不十分であ
るという回答が過半数を占めていた。これは，ACP
の対話が十分に浸透していない現状を反映している。
入所前，入所時または入所後に 1回のみ確認する施設
が 63％を占めていることから，対話のタイミングが
限定的であり，継続的な話し合いが不足していること
がわかる。先行研究でも，ACPは一度きりではなく，
本人の心身の状態や状況の変化とともに継続的に行う
ことが重要であると指摘されており 5)，本調査結果は
これを裏づける形となった 。ACPの対話を促すため
には，職員が「不安をあおらない」伝え方を工夫し，

表 9　COVID-19 流行期を経た意識変化について

入所者照会の際
DNARについて
求められた（※）
（N=13）

入所者照会の際
DNARについて

求められたことはない
（N=35）

COVID-19 流行期を経たACPへの意識変化
　ACPへの取り組みに変化があった（N=10） 5（50％） 　5（50％）
　ACPへの取り組みに変化がなかった（N=38） 8（21％） 30（79％）

※高齢者福祉施設の担当者が紹介先医療機関の入院担当者から求められた数
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日常的なコミュニケーションの中で徐々に意思確認を
進めていくことが有効であると考えられる 6)。
DNARと救急搬送における課題に関しては，事前に
心肺停止時に心肺蘇生を希望しない意思が確認されて
いた場合でも，約半数の施設が救急要請を行ってい
た。これは，ACP情報が現場で十分に共有・活用さ
れていないことを示唆している。蘇生を行わず施設内
で対応し救急車を呼ばない体制を構築している施設で
は，マニュアルが整備され，医師とも常時連絡が取れ
る体制が確立されている。また，これらの施設はACP
に関する研修にも積極的に参加していた。救急搬送手
順や書類の定型化には，既存のガイドラインを活用す
ることが有効である。具体的には，東京都福祉保健局
の「高齢者施設における救急対応マニュアル作成のた
めのガイドライン」 7) や平成 28 年度消防庁消防防災科
学研究推進制度の研究班（研究代表者：伊藤重彦）が
作成した「介護施設における心肺停止時のDNAR対
応マニュアル」 8) などがある。これらを参考に，各施
設は独自の救急対応マニュアルを作成し，体制を整備
する必要がある 4)。
ACPに関する研修に参加している施設は 31％にと
どまっていたが，研修に参加した施設では看取りの実
施率が 60％と，参加していない施設の 16％と比較し
て有意に高かった。この結果は，研修や教育機会の不
足がACPの普及を妨げる一因であることを示してい
る。研修を通じて看取りに関する知識やDNAR対応
マニュアルの作成方法を学ぶことが，職員のスキル向
上と施設全体の対応能力の向上に直結するといえる。
表 8からも示唆されるように，今後，地域における

ACPの定着を図るためには，①職員に対する継続的な
教育・研修の実施，②対応指針の明文化および標準
化，③関係機関（医療機関・消防機関など）との情報
共有体制の強化が不可欠である。さらに，ACPを「死
に備えるための制度」としてではなく，「人生の質を高
めるための対話」としてとらえ直す視点が重要である。
COVID-19 流行期を契機として，ACPの必要性を

再認識した施設が一定数存在したことは注目に値す
る。流行期には医療資源の逼迫や面会制限が生じ，入
所者・家族・施設の間で迅速かつ適切な意思決定が求
められた。COVID-19 の流行期における対応が，高齢
者福祉施設におけるACPの取り組みに新たな課題と
意識変化をもたらしたことが示唆される。COVID-19
流行期に入所者の紹介先医療機関からDNAR（蘇生
不要）の同意を求められた施設が 27％に上ったこと

は，医療資源が逼迫するなかで，施設職員が急な意思
決定を迫られる状況が発生したことを示している。さ
らに，家族ではなく施設側に同意が求められた事例
や，家族が急な要請に対応できなかった事例は，入所
者・家族・施設・医療機関間の連携や情報共有体制の
脆弱性を浮き彫りにした。
具体的な意識変化として，「家族・本人との意向確
認の重要性を再認識した」「話し合いの場を増やすよ
う意識した」といった意見があげられており，危機的
な状況に直面したことで，ACPの対話の必要性を改
めて痛感したといえる。しかしながら，全体では約 8
割の施設で取り組みに変化がないと回答しており，危
機的な経験がすべての施設で意識変革につながったわ
けではないことも示唆された。
この背景には，「なぜ話し合いが進まないのか」とい

う根深い問題が存在する。結果 10「ACPの普及状況お
よび普及しない理由」であげられたように，「健康状
態が良好な入所者に対してACPの話題を持ち出しに
くい」という職員側の心理的障壁や，「危機感がない
状況では本人の意思決定や真意の確認が困難」という
入所者側の問題がある。これらの課題は，COVID-19
のような外部からの強い圧力がないかぎり，自発的に
解決するのは難しいのではないかと考える。
どのように解決するべきか，結果 13「ACPを話し合

う際の工夫」の考察から，その糸口を見出すことができ
る。ACPの話し合いを進めるための工夫として，「徐々
に周知を進める」ことや，「不安をあおらない」伝え方
の工夫が重要である。また，単に入所時に一度きりの
確認を行うのではなく，心身の状態や状況の変化に合
わせて継続的に対話を行うことが，本人の真意を把握
するために不可欠であるという先行研究の知見とも一
致する 5, 6)。
具体的な解決策としては，以下の点が考えられる。
ACPを日常的なケアの一環として位置づける：ACP
を「人生の最終段階における特別な話し合い」ととら
えるのではなく，日々の生活や健康状態の変化に応じ
て自然に話せるような雰囲気づくりが重要である。結
果 13で示された「独自にACP資料を作成し，説明に
活用する」といった取り組みは，対話のきっかけとし
て有効であると考えられる。
職員のコミュニケーションスキル向上を目的とした

研修の実施：結果 9の考察で示唆されたように，ACP
に関する研修参加が看取りの実施率向上に寄与してい
ることから，研修の重要性は明らかである。とくに，
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入所者や家族の不安に寄り添いながら，対話を円滑に
進めるための具体的な手法を学ぶ機会を設けるべきで
ある。
多職種連携による支援体制の構築：入所者本人や家

族の意思確認だけでなく，嘱託医や看護師，ケアマネ
ジャーといった多職種が連携し，継続的な対話と情報
共有を行うことが，入所者の意思を尊重したケアを実
現するために不可欠である。とくに，看取りの実施率
と医師との 24時間連絡体制に強い相関が認められたよ
うに，医療との連携体制の強化は喫緊の課題といえる。
結論として，COVID-19 流行期はACP推進の課題

を顕在化させた一方で，対話の重要性を再認識する契
機ともなった。今後は，この経験を活かし，ACPを
特別なものではなく日常的な対話としてとらえ直すた
めの継続的な職員研修と，それを支える多職種連携の
体制整備が，高齢者福祉施設におけるACPを定着さ
せるための鍵となるであろう。

結　　語

本研究は，下関市内の高齢者福祉施設におけるACP
の実施状況とその課題を明らかにしたものである。一
定程度の取り組みが確認される一方で，施設職員と入
所者・家族間でのACPに対する認識の乖離，DNAR
実施時の対応方針の不明確さ，研修や教育機会の不足
といった多くの課題も浮き彫りとなった。課題解決の
ためには，入所者・家族との丁寧なコミュニケーショ
ンが求められる。本研究は，高齢者福祉施設における
ACPの現状と課題を把握するうえで基礎的かつ実践
的な知見を提供するものであり，今後の制度設計や現
場での取り組み改善に役立つと考える。今後は多地域
での比較調査や縦断的な追跡研究によって，より実効
性ある方策の検討が必要である。
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